
７日の県議会で大村知事は、軽度・中程度難聴児の補

聴器購入助成の自民党議員の質問にたいして特に知事自

ら答弁に立ち、「市町村と連携して創設をしっかり検討

したい」と極めて前向きの答弁を行いました。

下表は、9月議会を伝える「日本共産党県議会報告」の

記事です。9月議会健康福祉委員会でわしの議員は、尾張

旭市の県民が陳情と口頭陳述したことを受けて、制度の

実現を迫りました。「全国的な課題、制度化を国に求め

ていく」と冷たい態度に対しわしの議員は、「補聴器を

つけ学習・生活するのは子供たちの権利です。本県がや

らないのは納得できません」と再考を求めていました。

福岡県の場合、県が制度化する前は５８自治体のうち

実施自治体は４自治体でしたが、県制度が呼び水になり、

５４自治体まで拡がりました。

障害者に教育権を保障しない「県民に冷たい県政」の

象徴のような特別支援校の教育環境改善へ、また一歩、

大きく動きそうです。12月議会で知事は、自民党議員の

代表質問に対し、「普通教室・特別教室の空調化をスピー

ドを上げて行いたい」と答弁しました。

「愛知県の設置率は40.2％、全国平均67.5％を大きく

下回っています。全ての教室の空調設備を緊急に設置し

てください。需用費（電気代）を増額してください」と

訴える「障害児教育の充実を願う連絡会」の陳情に、よ

うやく答える姿勢がうかがえます。

共産党県議団は、春日台、稲沢特別支援校を、本村衆

議院議員は馳文科大臣を促し三好支援校を特別支援校を

視察しました。教職員や子どもたちの切実な要望を聞き、

２月議会の一般質問や予算討論で取り上げ、４月18日に

は知事と教育長に特別の申入れ、11月25日には来年度予

算の申入れで、緊急の対応を求めてきました。

尾張旭市の市民が県議会で口頭陳述「軽い難聴

児が早期に装用することは言語能力、知的能力の発

達に欠かせない。1日も早い助成」を訴えました。

わしの議員は県議会で、県立千種聾学校長との懇

談で、「極めて重要」と述べたことを紹介し、早期の事

業開始を求めました。

ところが愛知県当局は、「全国的課題、制度化する

よう国に要望する」と冷たい姿勢

です。

わしの議員は、「適切な補聴器

をつけ学習・生活するのは子供

たちの権利です。助成しないの

は納得できません」と実施を迫り

ました。

← 左は
9月議会を報道した「共産党議会報告」

→右は
12月議会報道の中日新聞

（12月8日付）
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